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1. 2022年12月期第1四半期の連結業績（2022年1月1日～2022年3月31日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年12月期第1四半期 24,533 ― 1,333 42.0 1,536 31.5 870 42.5

2021年12月期第1四半期 25,362 4.1 938 532.9 1,168 334.4 611 ―

（注）包括利益 2022年12月期第1四半期　　1,539百万円 （28.7％） 2021年12月期第1四半期　　1,195百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後

1株当たり四半期純利益
円 銭 円 銭

2022年12月期第1四半期 33.79 ―

2021年12月期第1四半期 23.72 ―

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。

このため、当該基準を適用する前の前第１四半期連結累計期間の売上高に対する対前年同四半期増減率は記載しておりません。

なお、当該会計基準等を除外した実質の増減率は13.9％増であります。

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

2022年12月期第1四半期 77,673 56,478 67.4

2021年12月期 75,720 54,356 68.5

（参考）自己資本 2022年12月期第1四半期 52,333百万円 2021年12月期 51,867百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年12月期 ― 0.00 ― 30.00 30.00

2022年12月期 ―

2022年12月期（予想） 0.00 ― 30.00 30.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

（注）2021年12月期期末配当内訳　普通配当25円00銭　記念配当５円00銭

3. 2022年12月期の連結業績予想（2022年 1月 1日～2022年12月31日）

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 47,000 ― 1,900 17.2 2,200 2.0 1,000 15.4 38.80

通期 99,000 ― 5,300 27.8 5,800 11.2 3,400 7.2 131.90

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

（注）2022年12月期の期首より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号）等を適用するため、上記の連結業績予想の売上高は当該会計基準

等を適用した業績予想となります。このため、当該基準適用前の2021年12月期の実績値に対する増減率は記載しておりません。



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(注)詳細は、添付資料Ｐ.９「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」をご覧ください。

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年12月期1Q 25,784,659 株 2021年12月期 25,784,659 株

② 期末自己株式数 2022年12月期1Q 8,549 株 2021年12月期 8,459 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年12月期1Q 25,776,148 株 2021年12月期1Q 25,775,002 株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の
業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

当社グループは、当第１四半期連結会計期間の期首から「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号

2020年３月31日。以下、「収益認識会計基準」という。）等を適用しております。2022年12月期第１四半期に係る

各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっており、売上高の対前年同期比は記載しておりませ

ん。

詳細については、Ｐ．９「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（会計方針の変更）」をご参照ください。

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期連結累計期間（2022年１月１日～３月31日）におけるわが国の経済は、景気に持ち直しの動きがみ

られたものの、新型コロナウイルス感染症が再拡大しており、依然として厳しい状況となっております。

食品業界においては、まん延防止等重点措置により特に飲食店では大きな影響を受け、小麦粉、油脂など原料の

価格やエネルギー価格の上昇もあり厳しい経営環境となっております。

このような状況下にあって当社グループは、お客様に、より良い商品と最善のサービスを提供できるよう、従業

員の健康管理をはかりつつ、新しい生活様式に対応した営業施策のもと、売上と利益の確保につとめてまいりまし

た。

その結果、当第１四半期連結累計期間は、洋菓子事業、製菓事業ともに好調に推移し、売上高は、245億33百万円

となりました。収益認識会計基準適用の影響等を除外した実質の対前年同期比は113.9％となっております。利益面

では、営業利益は13億33百万円（対前年同期比142.0％）、経常利益は15億36百万円（対前年同期比131.5％）、親

会社株主に帰属する四半期純利益は８億70百万円（対前年同期比142.5％）と、前年同期の実績を上回り、増益とす

ることができました。

なお、前期末まで持分法適用関連会社でありました日本食材株式会社を当第１四半期連結会計期間の期首から連

結子会社としております。

当社グループのセグメントの概況は次のとおりであります。

当第１四半期連結累計期間 前第１四半期連結累計期間
対前年
同期比
(参考)
※２

増減
(参考)
※２

2022年１月 1日から
2022年３月31日まで

2021年１月 1日から
2021年３月31日まで

売上高 構成比
売上高

(参考)※１
売上高 構成比

洋
菓
子
事
業

百万円 ％ 百万円 百万円 ％ ％ 百万円

洋菓子 6,472 26.4 6,533 6,195 24.4 105.5 337

レストラ

ン
1,033 4.2 1,037 978 3.9 106.1 59

計 7,506 30.6 7,571 7,173 28.3 105.5 397

製
菓
事
業

菓 子 15,061 61.4 19,333 16,357 64.5 118.2 2,975

飲 料 1,209 4.9 1,215 1,137 4.5 106.8 77

計 16,271 66.3 20,548 17,495 69.0 117.4 3,052

その他 755 3.1 756 693 2.7 109.2 63

合 計 24,533 100.0 28,876 25,362 100.0 113.9 3,513

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

※１ 収益認識会計基準適用に伴い、当該会計基準の影響等を除外した実質の数値を参考として記載しておりま

す。

　 ※２ ※１の数値と前第１四半期連結累計期間の数値を比較・分析しております。

＜洋菓子事業＞

当社単体の洋菓子においては、洋菓子チェーン店にて、産地・品種にこだわった原料を使用した新製品や人

気製品を拡販する施策を週替わりで実行するとともに、本年で発売100周年を迎えたショートケーキについては

「12の物語」と題して毎月記念製品を発売するなどお客様に選ぶ楽しさを提供するようつとめています。同時
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に、テレビＣＭを含め特に若年層に向けた販売促進活動を展開して売上確保をはかった結果、売上は前年同期

の実績を上回ることができました。なお、当第１四半期連結会計期間末の不二家洋菓子店の営業店舗数は、前

年同期差12店増の962店となっております。

広域流通企業との取り組みについては、『ルック』ブランドを活用したスフレケーキやタルトなどの販売が好調

に推移し、「生ミルキー」やアニメキャラクターとのコラボレーションを実施したクッキーなどの製品提案も積極

的に行って売場確保をはかりました。

㈱不二家神戸では、コンビニエンスストア向けの製品アイテムを整理して効率化をはかるとともに、チェーン店

では不二家製品の品揃えを充実させて売上確保をはかっております。

㈱ダロワイヨジャポンでは、店舗での積極的な販売促進活動のもと、主力製品であるマカロンの販売が伸長した

ことにより、好調な業績となっております。

この結果、洋菓子類の売上高は、64億72百万円となりました。なお、収益認識会計基準適用の影響等を除外した

実質の対前年同期比は105.5％となっております。

レストラン事業については、まん延防止等重点措置の影響などによる売上減少はありましたが、好調なケーキ類

の拡販や、料理のテイクアウトシステムの導入など、ライフスタイルや市場環境の変化に対応した店舗作り、メニ

ュー強化等に取り組んでおり、売上は回復傾向となっております。

以上の結果、当第１四半期連結累計期間における洋菓子事業全体の売上高は、75億６百万円となりました。収益

認識会計基準適用の影響等を除外した実質の対前年同期比は105.5％となっております。

＜製菓事業＞

当社単体の菓子においては、「カントリーマアム チョコまみれ」の好調な販売に対して生産能力を最大限に増強

し、需要に合わせた包装形態も取り揃え、一層の拡販をはかっています。また、『ルック』や『ミルキー』など主

力ブランド製品において新製品を発売するとともにテレビＣＭ、デジタル広告配信等の販売促進活動を積極的に展

開して売上拡大につとめた結果、収益認識会計基準適用の影響等を除外した売上は前年同期の実績を上回ることが

できました。

なお、原材料価格高騰への対策として、さらなる生産性向上に取り組むとともに、製品トレーの薄肉化をはじめ、

個包装、外装等のサイズや厚みを見直してプラスチック包材の削減にも取り組んでいます。

不二家（杭州）食品有限公司では、中国経済停滞の影響を受け、さらに原料価格の高騰もあり、苦戦しておりま

すが、新規販路の開拓やインターネット通販の拡大に注力して売上と利益の確保につとめております。

この結果、製菓事業における菓子の売上高は、新規連結の日本食材株式会社の実績を含め、150億61百万円となり

ました。なお、収益認識会計基準適用の影響等を除外した実質の対前年同期比は118.2％となっております。

飲料については、「レモネードスカッシュ」など新製品の販売好調により、売上高は、12億９百万円となりまし

た。

以上の結果、当第１四半期連結累計期間における製菓事業全体の売上高は、162億71百万円となりました。収益認

識会計基準適用の影響等を除外した実質の対前年同期比は117.4％となっております。

＜その他＞

キャラクターグッズ販売、ライセンス事業、不動産賃貸事業及び㈱不二家システムセンターのデータ入力サービ

スなどの事務受託業務の売上高は、７億55百万円となりました。収益認識会計基準適用の影響等を除外した実質の

対前年同期比は109.2％となっております。
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（２）財政状態に関する説明

流動資産は370億96百万円で、主に現金及び預金が増加しましたが受取手形及び売掛金の減により前連結会計年度

末並みとなりました。固定資産は405億76百万円で、主に有形固定資産の増により、前連結会計年度末に比べ19億66

百万円の増加となりました。この結果、総資産は776億73百万円で前連結会計年度末に比べ19億53百万円増加いたし

ました。

また、流動負債は174億84百万円で、主に未払金の減により前連結会計年度末に比べ４億31百万円減少いたしまし

た。固定負債は37億10百万円で、主に繰延税金負債の増により前連結会計年度末に比べ２億61百万円増加いたしま

した。

　この結果、負債は合計211億94百万円で、前連結会計年度末に比べ１億69百万円減少いたしました。

　純資産は564億78百万円で、主に為替換算調整勘定や非支配株主持分の増により前連結会計年度末に比べ21億22百

万円増加いたしました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2022年12月期の業績予想につきましては、2022年２月14日に発表した予想の変更はありません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 16,552 20,574

受取手形及び売掛金 14,090 10,033

商品及び製品 3,062 3,156

仕掛品 356 424

原材料及び貯蔵品 2,422 2,339

その他 876 805

貸倒引当金 △250 △236

流動資産合計 37,110 37,096

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 6,995 7,357

機械装置及び運搬具（純額） 9,732 10,445

土地 5,243 6,044

リース資産（純額） 633 590

その他（純額） 2,938 3,964

有形固定資産合計 25,544 28,402

無形固定資産

その他 1,693 1,737

無形固定資産合計 1,693 1,737

投資その他の資産

投資有価証券 6,842 5,629

繰延税金資産 1,452 1,357

敷金及び保証金 2,082 2,071

退職給付に係る資産 308 388

その他 818 1,123

貸倒引当金 △131 △133

投資その他の資産合計 11,372 10,436

固定資産合計 38,610 40,576

資産合計 75,720 77,673

　

㈱不二家(2211) 2022年12月期第１四半期 決算短信

－5－



(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 6,311 7,052

短期借入金 1,068 1,024

リース債務 213 192

未払金 5,878 2,999

返金負債 ― 1,935

未払法人税等 745 495

賞与引当金 389 958

その他 3,307 2,824

流動負債合計 17,915 17,484

固定負債

リース債務 353 328

繰延税金負債 63 232

退職給付に係る負債 2,141 2,175

役員退職慰労引当金 ― 59

その他 890 914

固定負債合計 3,448 3,710

負債合計 21,363 21,194

純資産の部

株主資本

資本金 18,280 18,280

資本剰余金 4,062 4,061

利益剰余金 28,549 28,647

自己株式 △16 △16

株主資本合計 50,875 50,972

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 196 131

繰延ヘッジ損益 0 5

為替換算調整勘定 668 1,111

退職給付に係る調整累計額 125 111

その他の包括利益累計額合計 991 1,360

非支配株主持分 2,488 4,145

純資産合計 54,356 56,478

負債純資産合計 75,720 77,673
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2021年１月１日
　至 2021年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
　至 2022年３月31日)

売上高 25,362 24,533

売上原価 13,029 15,667

売上総利益 12,332 8,865

販売費及び一般管理費 11,393 7,532

営業利益 938 1,333

営業外収益

受取利息 30 26

受取配当金 14 0

持分法による投資利益 86 105

助成金収入 89 30

その他 29 57

営業外収益合計 250 220

営業外費用

支払利息 2 2

その他 18 15

営業外費用合計 20 17

経常利益 1,168 1,536

特別利益

固定資産売却益 5 0

特別利益合計 5 0

特別損失

固定資産売却損 0 0

固定資産廃棄損 7 4

災害損失 17 3

段階取得に係る差損 ― 36

特別損失合計 25 44

税金等調整前四半期純利益 1,148 1,491

法人税、住民税及び事業税 460 404

法人税等調整額 △43 77

法人税等合計 417 481

四半期純利益 730 1,009

非支配株主に帰属する四半期純利益 119 138

親会社株主に帰属する四半期純利益 611 870
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2021年１月１日
　至 2021年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
　至 2022年３月31日)

四半期純利益 730 1,009

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 20 △1

為替換算調整勘定 450 578

退職給付に係る調整額 △13 △14

持分法適用会社に対する持分相当額 6 △33

その他の包括利益合計 464 529

四半期包括利益 1,195 1,539

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 948 1,238

非支配株主に係る四半期包括利益 247 300
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該

財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

これにより、従来は販売費及び一般管理費に計上しておりました販売促進費の一部を売上高から控除する方法等

に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当第１四半

期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当第１四半期連結累計期間の「売上高」、「売上総利益」及び「販売費及び一般管理費」はそれぞれ

2,113百万円減少しており、「営業利益」に与える影響はなく、「経常利益」及び「税金等調整前四半期純利益」に

与える影響は軽微であります。また、利益剰余金期首残高に与える影響は軽微であります。

なお、上記の収益認識会計基準等の適用の影響のほか、収益認識会計基準適用を見据え、当第１四半期連結会計

期間の期首から卸売業者等に対し、出荷価格を建値から基本リベート他を包含した仕切価格とする取引制度の変更

を行ったことにより当第１四半期連結累計期間の「売上高」、「売上総利益」及び「販売費及び一般管理費」がそ

れぞれ2,229百万円減少しております。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において「流動負債」に表示していた

「未払金」の一部は、当第１四半期連結会計期間より「返金負債」に含めて表示することとしました。なお、収益

認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法により組替えを

行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号 2020年３月31日）第

28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第１四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解し

た情報を記載しておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が

定める新たな会計方針を、将来にわたって適用しております。これによる四半期連結財務諸表に与える影響はあり

ません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 2021年１月１日 至 2021年３月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３洋菓子事業 製菓事業 計

売上高

外部顧客への売上高 7,173 17,495 24,669 693 25,362 ― 25,362

セグメント間の内部売上高
又は振替高

0 141 141 135 276 △276 ―

計 7,173 17,637 24,810 828 25,639 △276 25,362

セグメント損益(△は損失) △198 1,932 1,734 130 1,865 △926 938

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、キャラクターグッズ等の通信販

売、ライセンス事業、不動産事業及び事務受託業務等を含んでおります。

２ セグメント損益(△は損失)の調整額△926百万円には、その他の調整21百万円及び各報告セグメントに配分

していない全社費用△948百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般

管理費に係る費用であります。

３ セグメント損益(△は損失)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 2022年１月１日 至 2022年３月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３洋菓子事業 製菓事業 計

売上高

洋菓子 6,472 ― 6,472 ― 6,472 ― 6,472

レストラン 1,033 ― 1,033 ― 1,033 ― 1,033

　菓子 ― 15,061 15,061 ― 15,061 ― 15,061

　飲料 ― 1,209 1,209 ― 1,209 ― 1,209

　その他 ― ― ― 710 710 ― 710

顧客との契約から生じる収益 7,506 16,271 23,777 710 24,488 ― 24,488

その他の収益 ― ― ― 44 44 ― 44

外部顧客に対する売上高 7,506 16,271 23,777 755 24,533 ― 24,533

　セグメント間の内部売上高 0 141 141 118 260 △260 ―

計 7,506 16,413 23,919 874 24,794 △260 24,533

セグメント損益(△は損失) △144 2,350 2,206 146 2,353 △1,020 1,333
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(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、キャラクターグッズ等の通信販

売、ライセンス事業、不動産事業及び事務受託業務等を含んでおります。

２ セグメント損益(△は損失)の調整額△1,020百万円には、その他の調整１百万円及び各報告セグメントに配

分していない全社費用△1,022百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない

一般管理費に係る費用であります。

３ セグメント損益(△は損失)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　(固定資産に係る重要な減損損失)

　 該当事項はありません。

　(のれんの金額の重要な変動)

　 重要性が乏しいため記載を省略しております。

３．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益

認識に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しており

ます。

当該変更により、従来の方法に比べて、「洋菓子事業」の売上高は65百万円、「製菓事業」の売上高は2,047

百万円並びに「その他」の売上高は１百万円それぞれ減少しております。また、上記の収益認識会計基準等の

適用の影響のほか、「製菓事業」において出荷価格を建値から基本リベート他を包含した仕切価格とする取引

制度の変更を行ったことにより売上高は2,229百万円減少しております。なお、セグメント損益(△は損失)に与

える影響はありません。
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